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災害派遣デジタル支援チーム（D-CERT）の創設について
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令和６年能登半島地震における民間デジタル人材の活躍
〇令和６年能登半島地震では、発災直後から「防災DX官民共創協議会」（BDX）等の民間のデ
ジタル人材が被災地入りし、石川県のニーズに応じてDBやシステムをその場で構築するなど、
県の災害対応をデジタルの面から支援して、大きな貢献を果した。

石川県庁デジタル推進課内に設置された「BDX拠点」
※発災直後から防災DX官民共創協議会（BDX）のメンバーが常駐

Suicaを用いた避難者把握の取組
※石川県の要請により、デジタル庁とBDXで構築。
※JR東日本の協力を得て、Suica約21,000枚(2024年8月時点)を配布し、避難
所・入浴サービス受付管理等に活用



デジタル大臣

都道府県

統括官
（国民向けサービスグループ）

デジタル支援ニーズの把握、提案等

BDX※1

（災害対応部会）デジタル庁

事務局※2

D-CERT
人員派遣
調整等

委託

全体総括

役割
デジタル庁
・全体総括（派遣＆活動終了判断）
・都道府県等の調整・関係構築、支援ニーズの把握

BDX（災害対応部会）＋事務局
・支援ニーズの把握・提案
・支援ニーズに基づいてBDX会員企業等への調整

※1 BDX＝防災DX官民共創協議会

※2 受託事業者＝（一社）耐災害デジタルコーディネーションセンター

BDX会員企業等

支援企業
人員派遣調整等調整・関係構築

支援ニーズの把握

災害派遣デジタル支援チーム（D-CERT）体制図
〇災害派遣デジタル支援チームは、R6能登半島地震の経験を踏まえ、デジタル庁・防災DX官民共
創協議会が協働して創設しました。
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平時 大規模災害発生時

【平時の体制整備】
○派遣要員のリストアップ

○マニュアル作成、研修実施

○過去の災害派遣の活動記録・知見のとりまとめ

○制度の周知・広報、意識啓発

○自治体との関係構築 等

【現地活動】
○被災都道府県等の幹部（CIO/CDO）、

 デジタル・防災部署等との関係構築

○被災状況や支援ニーズの把握

○支援活動方針の決定、支援内容の具体化

○支援を提供できる人材・企業等との調整

○システムの緊急構築等

発災

※システム緊急構築後、都道府県が継続的な運用を必要と判断した場合など、
別途、提供事業者と有償契約を結ぶことも想定されます。

デジタル庁は以下の派遣基準のもと、D-CERTの派遣判断を行う。
【派遣基準】
 以下の災害対策本部が設置された場合
・特定災害対策本部（災対法第23条の3）
・非常災害対策本部（災対法第24条）
・緊急災害対策本部（災対法第28条の2）

〇災害派遣デジタル支援チームは、大規模災害時、被災都道府県に入り、災害対応に必要と考え
られるデジタル支援メニューの提案や当該支援内容を具体化し、被災都道府県の災害対応が円
滑に進むように必要な活動を行います。

災害派遣デジタル支援チーム（D-CERT）の活動イメージ
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